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本論文は PSTN（Public Switched Tel phone Networks）に IP技術を取り
込むことにより高度化されるネットワークサービス方式を明らかにしたもので
ある。具体的には、PSTNとインターネットを組み合わせた PSTN-インターネッ
ト連携サービス技術（課題１）、PSTNと同レベルの信頼性を保障するためのサー
ビスシステム信頼性評価技術（課題 2）、および PSTNと IP技術の融合による次
世代ネットワーク化とサービス実現技術（課題 3）、を明らかにしている。 
本論文では、これらの課題に対して、著者により提案された新たな技術
を述べ、その有効性を示している。以下、各章ごとにその概要を示し評価を与
える。 
第 1章「序論」では、研究の背景として、IP技術を取り込み PSTNのサー
ビスを高度化する場合の課題を明らかにするとともに、これらの課題解決に向
けて本研究で提案する技術の独自性・位置付けが明確に述べられている。 
第 2章「PSTN-インターネット連携サービス技術」では、インターネット
のベストエフォート性やセキュリティを考慮して PSTNと連携させるための課題
を明らかにし、これを解決するためのインターネットから PSTNサービスのセキ
ュアな起動技術、PSTNからのインターネットサービスの起動技術、ネットワー
クと端末のサービス状態同期技術、および、IN(Intelligent Network)と IPの
プロトコル連携技術を明らかにしている。具体的には、代表的な PSTN-インター
ネット連携サービスである Click-to-Dial-Back（CDB）サービスと、Internet 
Call Waiting（ICW）サービスを取り上げ、それぞれ提案技術による実現方式を
明らかにしている。CDBサービスの実現方式では、従来検討されている網内発呼
方式に加えて、提案技術による新たな IP通知方式と PSTN通知方式を示し、サ
ーバの所要処理能力と回線リソースの観点から評価を行うことにより、提案技
術を用いた方式がネットワークサービスとして多数のユーザを効率的に収容可
能な方式であることを定量的に明らかにしている。ICWサービスの実現方式では、
基 本 サ ー ビ ス の 実 現 に 必 要 な 機 能 を 抽 出 し 、 こ れ を 、 提 案 技 術 で あ る
 
INAP(Intelligent Network Access Protocol)、SIP(Session Internet Protocol)、
および国際的な標準団体である Parlayが提案しているプロトコル連携により具
体 化 し て い る 。 従 来 、 こ れ ら の サ ー ビ ス 方 式 に つ い て は 、 IETF(Internet 
Engineering Task Force)などでプロトコルの検討が行われているに過ぎず、具
体的な実装についてはいくつか実験的な実装例が報告されているのみである。
本論文では、これらの提案技術により商用レベルの実現方式を確立している点
が評価できる。 
第 3章「サービスシステムの信頼性評価技術」は、課題 2に関するもの
で、PSTN-インターネット連携サービスなど、市販のサーバや IP系の通信装置
などベンダ製品を用いるサービスシステムの開発に適用する信頼性評価技術に
対する要求条件を明確化し、従来の一般的なハードウェア・ソフトウェアの信
頼性評価技術のみでは、目標とするサービスの信頼度の規定とその評価が行え
ず、要求に応えられないことを明らかにしている。このため、本論文ではサー
ビスシステムの信頼性を、電話サービスにおける規模別不稼動率を規範として
規定し、開発工程で収集可能なデータを用いて評価モデルを作成することによ
り、多様なサービストランザクションに対して電話サービスと同レベルの信頼
性を保障する信頼性評価技術を提案している。また、提案技術を実際のシステ
ム開発工程に適用することにより、システムの冗長構成やバグ抽出率の目標設
定などの信頼性設計が行えることを明らかとしている。従来、このような信頼
性評価技術の提案はなく、本論文において定量的かつ実用性の高い信頼性評価
技術が提案されている。また、ここで提案されている信頼性評価技術は、分散
構成のサービスシステムを対象としているため、ネットワーク的な広がりを有
するサービスシステム（サービスネットワーク）にも適用可能であり、次世代
ネットワークの信頼性評価技術としての適用範囲の広さも評価できる。 
課題 3については、第 4章から第 6章に分割して記述している。 
第 4章「PSTN-IP融合による次世代ネットワーク化技術」では、PSTNの
 
次世代ネットワークへの要求条件とそこから導き出される課題を明確にすると
共に、これらが従来の PSTNや IPネットワークの VoIP(Voice over IP)技術のみ
では解決困難であることを明らかにしている。このため、新たな PSTNと IPの
融合技術として、VoIP通信における信号とベアラを分離し、信号には PSTNの
Q.931/ISUPを、ベアラには RTP（Real Time Protocol, IETF****）による IPパ
ケット通信を用い、Q.931と SIP(Session Initiation Protocol)の相互変換を
行うゲートウェイ（Hybrid-GW；H-GW）により、ユーザのプライベートネットワ
ークと接続するハイブリッド VoIP方式を提案している。これにより、ユーザの
プライベートネットワーク内の任意の IPフォンに対して、NAT(Network Address 
Transfer)、ファイアオール超えを可能とした PSTNと同等なセキュアな発着信
と、ブロードバンド通信サービスの提供が可能であることを明らかにしている。
本提案技術は、PSTNの資産を継承しつつ、セキュアなブロードバンド通信サー
ビスを提供可能とする技術を明確にしたものと評価できる。 
第 5章「ハイブリッド VoIPサービスの実現技術」では、第 4章で提案し
たハイブリッド VoIP方式を実際の PSTNに適用するために必要となる、アクセ
ス技術、ノード構成技術、PSTNの一般端末との相互接続技術、SIP－Q.931プロ
トコル変換技術、H-GW(Home Gate Way)のセキュア管理技術、および，H-GWサー
ビス提供技術を提案している。これらの技術により、PSTNへのインパクトを抑
えつつ、要求条件を満足する PSTNの次世代ネットワークの構築とサービスの実
現が可能となることを明らかにしている。これらは、著者によって新たに提案
されたハイブリッド VoIP方式に基づいて、PSTNのネットワークアーキテクチャ
を次世代ネットワークとして再構築する技術を明確化したものと言え、その独
自性の高さを評価できる。 
第 6章「ハイブリッド VoIP方式の PSTNへの適用」では、第 4章および
第 5章での提案技術に基づくプロトタイプを開発し、これを実際の PSTNへ適用
した評価結果を述べている。これにより、ネットワークを介した H-GW収容端末
 
同士のセキュアなブロードバンド通信サービス、PSTNの一般端末と H-GW収容端
末との相互接続、同一 H-GW収容端末間での内線通話、PSTN付加サービスの継承、
および、ハイブリッド VoIP通信とインターネット接続の同時利用が実現可能と
なることを実証している。このように、実際の PSTNに各提案技術を適用するこ
とにより、それらの実現性を高いレベルで検証している点が評価できる。 
最後の第 7章「結論」では、以上の本研究で明確化したネットワークサ
ービスの実現技術を総括している。 
本論文は、単なる方式や技術の提案だけに終わらず、実際の商用レベル
のネットワークやサービスシステムの開発に提案技術を適用して有効性を実証
している点が高く評価できる。特に、現在、世界中で検討されている次世代ネ
ットワークについては、IP技術のみによる代替方式が検討されているに対し、
本論文では PSTNの技術と IP技術の融合により、PSTNの資産を継承したセキュ
アなブロードバンド通信サービスを提供可能とする次世代ネットワークの構築
技術を確立したことが評価できる。 
以上を要するに、本論文は、PSTN に IP 技術を取り込むことにより高
度化されるネットワークサービス方式について、インターネット連携サービ
ス技術、 PSTN と同レベルの信頼性を保障するサービスシステム信頼性評価
技術、そして PSTN と IP 技術の融合による次世代ネットワーク化とサービ
ス実現技術の各技術を明らかにするとともに、提案技術の実装および評価を
通じて、実現性を検証したものであり、今後の電気通信分野に寄与するとこ
ろ大である。 
2004年 12月 15日 
主査 早稲田大学 教授 博士（工学）（大阪大学） 小柳 惠一 
   早稲田大学 教授 工学博士（早稲田大学） 石野 福弥 
   早稲田大学 教授 工学博士（九州大学）  平澤 宏太郎 
   早稲田大学 教授 工学博士（名古屋大学） 馬場 孝明 
 
